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（Entrepreneurship Indicators Programme: EIP)）は、このような背景を持つ。EIP では、ビジ
ネス･レジスター情報に基づく企業・事業所動態（business demography）研究が中心となってお














〔森・坂本 2012〕、〔Mori and Sakamoto 2013〕が、タウンページデータを用いて東京都八王子
市をフィールドとして、域内事業所の市境域を越えた転入、転出率と市域内での移動率の推計を
行っている。 




























移転を考慮することで、開業率･廃業率・移転率の試算〔森 ・坂本 2012 〕、 〔Mori and  
Sakamoto 2013〕を行ってきた。 
  2011 年、12 年、13 年の各 1 月末日現在の三期分のデータセットが利用可能であることから、

































ここではまず退出事業所の所在地が 1 年後（2011 年 1 月末データについては 2012 年 1 月末
現在、2012 年 1 月末データについては 2013 年 1 月末現在）に空地（あるいは空テナント）となっ
ているケースについて考察する。なお、2011 年 1 月以降に事業者が退出しその跡地が 2012 年 1
月現在「空白」であったものの、その後新たな事業者が参入するケースも考えられる。しかし、今回















































































業種 退出事業所数 空白数 割合(%) 備考 
非鉄金属 3 3 100  
紙・紙パルプ 2 2 100  
農業及び食品加工機械 1 1 100  
エネルギー・石油石炭製品・その他 17 15 88  
調味料・飲料・嗜好品・氷・氷菓子 36 30 83  
一般機械器具 29 24 83  
鉄鋼 10 8 80  
木製品 10 8 80  
農林・園芸 29 23 79  
その他電気機械器具 24 19 79  
繊維・織物の製造、販売 17 13 76  
その他の繊維製品 4 3 75  
輸送用機械器具 39 29 74  
設備工事 62 46 74 ● 
その他（宗教・芸術等） 37 27 73  
住宅設備・家具・装備品 33 24 73  
職別工事 81 58 72 ● 
総合工事及び測量・調査・設計 107 76 71 ● 
施設・機関 24 17 71  
印刷・出版・書籍 27 19 70  
窯業・土石（建設資材を除く） 10 7 70  
旅行・旅館・ホテル 13 9 69  
農産・水産・畜産食料品 38 26 68  
建設資材 22 15 68  
ゴム・プラスチック製品 15 10 67  
36 
化学（医薬品を除く） 3 2 67  
水産・畜産 3 2 67  
繊維・織物の染色、デザイン 3 2 67  
写真・デザイン・装飾 25 16 64  
穀類・めん類・パン・菓子 44 28 64  
音響及び通信・コンピュータ機器 35 22 63  
金属製品 16 10 63  
環境・安全・保健衛生機器 13 8 62  
人材紹介・代行サービス 34 20 59  
趣味娯楽及びその関連産業 75 43 57  
運輸・倉庫 37 21 57  
専門サービス（コンサルタント等） 62 35 56  
清掃業・警備業 34 19 56  
繊維機械及び精密機械器具 22 12 55  
再生資源・中古品扱業 13 7 54  
医薬及び医療機械器具 23 12 52  
その他（食品加工業等） 29 15 52  
リース・レンタル・整備・修理業 26 13 50  
放送・通信・報道 14 7 50  
医療機関・各種療法等 67 33 49  
金融・保険・証券 23 11 48  
和風飲食店 153 73 48  
スポーツ施設及び関連産業 15 7 47  
クリーニング・理容・浴場 117 53 45  
各種商品小売業 42 18 43  
装粧品・装飾品・民工芸品 38 16 42  
衣服・呉服・小物 50 21 42  
日用雑貨・文具・がん具 12 5 42  
各種商品卸売業・取引所 10 4 40  
情報・調査・広告 28 11 39  
組合・団体 24 9 38  
洋風・中華飲食店 69 25 36 ★ 
不動産業 78 27 35 ★ 
教育 48 15 31  
スナック・バー・酒場・喫茶店 140 42 30 ★ 
官公庁 4 1 25  
事務用品・事務用機器 4 1 25  












































業種 空白 ①+③ ② ④ 計 同業種 交代率(%)
和風飲食店 73 25 23 32 153 16 
スナック・バー・酒場・喫茶店 42 40 23 35 140 29 
クリーニング・理容・浴場 53 13 25 26 117 11 
総合工事及び測量・調査・設計 76 9 16 6 107 8 
職別工事 58 2 10 11 81 2 
不動産業 27 11 11 29 78 14 
趣味娯楽及びその関連産業 43 6 7 19 75 8 
洋風・中華飲食店 25 12 9 23 69 17 
医療機関・各種療法等 34 7 10 16 67 11 
設備工事 46 4 5 7 62 6 
専門サービス（コンサルタント等） 35 7 8 12 62 11 
衣服・呉服・小物 21 8 9 12 50 16 
教育 15 10 5 18 48 21 
穀類・めん類・パン・菓子 28 8 2 6 44 18 
各種商品小売業 18 9 4 11 42 21 
輸送用機械器具 29 5 2 3 39 13 
装粧品・装飾品・民工芸品 16 5 6 11 38 13 
農産・水産・畜産食料品 26 7 3 2 38 18 
その他（宗教・芸術等） 27 3 6 1 37 8 
運輸・倉庫 21 6 5 5 37 16 
調味料・飲料・嗜好品・氷・氷菓子 30 1  5 36 3 
音響及び通信・コンピュータ機器 22 2 3 8 35 6 
人材紹介・代行サービス 20 1 4 9 34 3 
清掃業・警備業 19 1 7 7 34 3 
住宅設備・家具・装備品 24  3 6 33 0 
その他（食品加工業等） 15 2 4 8 29 7 
一般機械器具 24  4 1 29 0 
農林・園芸 23 1 2 3 29 3 
情報・調査・広告 11 2 7 8 28 7 
印刷・出版・書籍 19  4 4 27 0 
リース・レンタル・整備・修理業 13 5 4 4 26 19 
写真・デザイン・装飾 16  6 3 25 0 
その他電気機械器具 19  4 1 24 0 
施設・機関 17 3  4 24 13 
組合・団体 9 2 4 9 24 8 
医薬及び医療機械器具 12 3 3 5 23 13 
39 
金融・保険・証券 11 5 3 4 23 22 
建設資材 15 3 4  22 14 
繊維機械及び精密機械器具 12 3 3 4 22 14 
エネルギー・石油石炭製品・その他 15  2  17 0 
繊維・織物の製造、販売 13  3 1 17 0 
金属製品 10 1 4 1 16 6 
ゴム・プラスチック製品 10 1 1 3 15 7 
スポーツ施設及び関連産業 7 4 1 3 15 27 
放送・通信・報道 7 1 2 4 14 7 
環境・安全・保健衛生機器 8 1 2 2 13 8 
再生資源・中古品扱業 7  6  13 0 
旅行・旅館・ホテル 9 2  2 13 15 
日用雑貨・文具・がん具 5 2 1 4 12 17 
各種商品卸売業・取引所 4 1 2 3 10 10 
鉄鋼 8 1  1 10 10 
木製品 8  1 1 10 0 
窯業・土石（建設資材を除く） 7  1 2 10 0 
皮革製品・その他 1 5 2 1 9 56 
その他の繊維製品 3   1 4 0 
官公庁 1   3 4 0 
事務用品・事務用機器 1 1  2 4 25 
化学（医薬品を除く） 2   1 3 0 
水産・畜産 2   1 3 0 
繊維・織物の染色、デザイン 2   1 3 0 
非鉄金属 3    3 0 
紙・紙パルプ 2    2 0 
農業及び食品加工機械 1    1 0 
計 1,180 251 286 415 2,132  
 
 以下ではこのうち参入事業者数で上位 10 の業種について、退出・参入に伴う業種交代状況を
検討してみよう。 
















[1] 16    
[2]  29  4  
[3]   11  
[4]    8 5  
[5]    5  
[6]    14  
[7]    8  
[8]  4  17  
[9]    3 11 


































































































（２）Mori, Hiromi and Sakamoto, Noriaki (2013)Estimation of the Start-up, Closure and 
Relocation Rates of Local Units-A case study for Hachioji city based on the NTT Town 
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